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あ
ら
ま
し

第３回定例会　市長あいさつ及び提案理由の説明　�

第
３
回
定
例
会
の
経
過

※
議
案
の
内
容
は
次
の
ペ
ー
ジ
か
ら

　
９
月
３
日（
火
）【
議
会
運
営
委
員
会
】

　
　
　
　
　
　
　
【
本
会
議
】開
会

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
会
期
の
決
定
、
諸
般
の
報
告

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
案
の
上
程
、
提
案
理
由
の
説
明

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
監
査
報
告
、
委
員
会
付
託

　
　
　
５
日（
木
）【
本
会
議
】一
般
質
問

　
　
　
６
日（
金
）【
本
会
議
】一
般
質
問

　
　
　
10
日（
火
）【
本
会
議
】議
案
質
疑
、
委
員
会
付
託

　
　
　
12
日（
木
）【
総
務
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
13
日（
金
）【
教
育
厚
生
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
17
日（
火
）【
経
済
建
設
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
18
日（
水
）【
予
算
決
算
常
任
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
19
日（
木
）【
予
算
決
算
常
任
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
20
日（
金
）【
予
算
決
算
常
任
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
27
日（
金
）【
議
会
運
営
委
員
会
】

　
　
　
　
　
　
　
【
全
員
協
議
会
】　

　
　
　
　
　
　
　
【
本
会
議
】委
員
長
報
告

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
質
疑
、
討
論
、
採
決

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
閉
会
中
の
所
管
事
務
調
査

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
員
の
派
遣

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
閉
会

（一部抜粋）

令和6年 第３回定例会第３回定例会
◆第３回（９月）定例会は、９月３日から９月27日までの 25日間にわたり開催され、
会計の決算認定の他、報告７件、人事案件や条例の改正、補正予算など 25件が市長
から提出されました。議案は、審査の結果、いずれも原案のとおり、可決・承認され
ました。また、一般質問では８名の議員が登壇し、市の方針等を質しました。

　平成 17 年９月２日の３町合併により、行方市が
誕生し、昨日をもって 20 年目を迎えました。各種
政策に取り組み、今日まで着実に歩みを重ねること
ができたのも、市民、そして議会の皆様の市政に対
するご理解とご協力の賜物と存じ、改めて、深く感
謝を申し上げます。
　依然として高齢化の進行や人口減少が進む状況に
ありますが、今後とも市民の皆様と対話を重ね、来
る来年の市制施行 20 周年に向け、これまでの成果
を振り返るとともに、将来の投資につながる施策の
更なる深化にも取り組み、市民の皆様が本市に誇りをもって「住みたい」「住み続けたい」と思えるよう、
また、若い世代がこのまちで将来に希望を持つことができるよう、本市の強みを生かしながら、持続的
成長に資してまいりたいと考えております。
　それは、私や職員の努力はもとより、市民の皆様、そして、議員各位のご協力なくしては実現できま
せんので、引き続き、なお一層のご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。
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　補正予算・決算審査のため、予算
決算常任委員会（阿部 孝太郎委員長）
が開催され、議長を除く 17 名の委員
により、審査が行われました。
　審査内容の詳細については、次号の
議会だよりでお伝えします。

※その他、詳細については行方市ホームページをご覧ください。
　（https://www.city.namegata.ibaraki.jp/page/dir009206 .html）

会計名 歳　　入 歳　　出 差引残額
一般会計 203 億 4,761 万 4,459 円 195 億 1,665 万 6,035 円 8 億 3,095 万 8,424 円
国民健康保険特別会計 44 億 3,500 万 3,109 円 44 億 2,466 万 7,483 円 1,033 万 5,626 円
介護保険
特別会計

保険事業勘定 40 億 5,913 万 9,620 円 38 億 9,970 万 1,822 円 1 億 5,943 万 7,798 円
介護サービス事業勘定 1,070 万 8,409 円 1,007 万 6,264 円 63 万 2,145 円

後期高齢者医療特別会計 4 億 6,121 万 8,887 円 4 億 5,897 万 7,675 円 224 万 1,212 円
水道事業
会計

収益的収入及び支出 9 億 4,291 万    286 円 8 億 4,732 万 3,739 円 9,558 万 6,547 円
資本的収入及び支出 2 億 3,124 万 2,572 円 4 億 5,342 万 7,916 円 △ 2 億 2,218 万 5,344 円

下水道事
業会計

収益的収入及び支出 7 億 9,755 万 2,721 円 7 億 6,751 万 3,445 円 3,003 万 9,276 円
資本的収入及び支出 2 億    843 万 1,010 円 4 億 8,381 万 3,216 円 △ 2 億 7,538 万 2,206 円

合　　計 314 億 9,382 万 1,073 円 308 億 6,215 万 7,595 円 6 億 3,166 万 3,478 円

６会計決算は認定

令和５年度　一般会計の決算状況

一般・特別・企業会計別決算

　
今
後
も
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
が

加
速
す
る
中
、
地
域
活
性
化
対
策
の
強

化
へ
の
対
応
に
よ
る
支
出
の
増
加
、
現

在
保
有
す
る
公
共
建
築
物
や
イ
ン
フ
ラ

施
設
の
老
朽
化
の
進
行
に
よ
る
修
繕
・

更
新
等
の
費
用
の
増
加
な
ど
多
大
な
支

出
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。
加
え
て
、
国

際
情
勢
を
受
け
た
原
油
価
格
・
物
価
高

騰
に
よ
る
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　

今
後
の
財
政
運
営
に
当
た
っ
て
は
、

本
市
を
取
り
巻
く
社
会
情
勢
や
景
気
動

向
を
常
に
見
定
め
、国・県
補
助
金
な
ど
、

歳
入
の
積
極
的
な
確
保
を
始
め
、
市
債

や
基
金
の
有
効
活
用
に
取
り
組
ま
れ
た

い
。
そ
し
て
、
限
ら
れ
た
財
源
を
効
果

的
か
つ
効
率
的
に
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
充

実
と
し
て
還
元
で
き
る
よ
う
、
事
業
・

事
務
の
最
適
化
の
取
組
を
進
め
、「
笑
顔

で
住
み
続
け
た
い
ま
ち
、
行
方
」
の
実

現
と
「
健
全
財
政
の
維
持
」
の
両
立
に

努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
行
方
市
監
査
委
員　
川
尻　
隆
夫

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
小
林　
　
久

監
査
委
員
の
意
見（一

部
抜
粋
）
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主要指標から見た　行方市の財政状況主要指標から見た　行方市の財政状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、令和５年度の行方市健全化判断比率の報告が
ありました。

・実質赤字比率　　　　--％　　　　（赤字額がないため--％の表示）
　　　標準財政規模における一般会計等の赤字の割合を指標化したもの

・連結実質赤字比率　　--％　　　　（赤字額がないため--％の表示）
　　　行方市のすべての会計を合算して赤字の割合を指標化したもの

・実質公債費比率　　　８．５％
　市の実質的な借金が財政規模に占め
る割合のこと。数値が高いほど返済の負
担が重いことを示し、通常３年間の平均
値を使用します。
年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

R04 8.7 6.4
25.0R03 8.3 6.3

R02 7.9 6.5

・将来負担比率　　　２４．７％
　地方公共団体の借入金（地方債）など
現在抱えている負債の大きさを、その地
方公共団体の財政規模に対する割合で
表したものです。
年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

R04 36.0 22.4
350.0R03 45.3 28.8

R02 68.3 39.4

自主財源比率・・・・歳入に占める自主財源（市税、手数料・使用料、寄附金等）の割合
義務的経費割合・・・歳出に占める義務的経費（人件費、公債費、扶助費等）の割合

5 年間の一般会計決算の推移

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R01 R02 R03 R04 R05

歳入
歳出
自主財源比率
義務的経費割合

単
位：百
万
円

17,394

21,638
19,085 18,868

20,348

16,722
20,872

18,475 18,092

19,517

36.5

28.7
32.5 34.2

38.5

44.9

35.7

44.8 43.0

40.0

（％） （％）

（％）



審査の内容を一部抜粋してお伝えします。議決結果は 10ページをご参照ください。

令和６年第３回行方市議会定例会 付託案件の審査
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▼
茨
城
租
税
債
権
管
理
機
構
規
約
の
変
更
に
つ
い
て

　
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法

律
（
平
成
31
年
法
律
第
３
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
森

林
環
境
税
は
令
和
６
年
度
よ
り
、
個
人
住
民
税
均
等

割
の
賦
課
徴
収
と
併
せ
て
一
人
年
額
１
，
０
０
０
円

を
市
町
村
が
賦
課
徴
収
す
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
茨
城
租
税
債
権
管
理
機
構
規
約
（
平
成
13
年
地

指
令
第
４
号
）
を
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
協
議
し

た
い
の
で
、地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）

第
２
９
０
条
の
規
定
に
よ
り
本
案
を
提
案
す
る
も
の

　
茨
城
租
税
債
権
管
理
機
構
へ
滞
納
事
案
を
移
管

し
た
場
合
の
メ
リ
ッ
ト
は

　
市
と
し
て
対
応
す
る
よ
り
も
、
茨
城
租
税
債
権

管
理
機
構
の
方
が
、
財
産
調
査
な
ど
幅
広
く
で
き

る
と
い
う
点
が
メ
リ
ッ
ト
で
す
。
茨
城
租
税
債
権

管
理
機
構
と
い
う
名
称
が
、
県
内
で
も
認
知
さ
れ

て
お
り
、
滞
納
整
理
も
よ
り
進
む
と
い
う
こ
と
が

考
え
ら
れ
ま
す
。

▼
行
方
市
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型

保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

　
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事

業
並
び
に
特
定
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
設
等
の
運

営
に
関
す
る
基
準
（
平
成
26
年
内
閣
府
令
第
39
号
）

の
一
部
改
正
に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の

▼
行
方
市
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
に
つ
い
て

　
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た

め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
令
和
５
年
法
律
第
48
号
）
に
よ
り
、

令
和
６
年
12
月
２
日
か
ら
被
保
険
者
証
が
廃
止
さ
れ

る
こ
と
に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の

　
現
在
交
付
さ
れ
て
い
る
国
民
健
康
保
険
被
保
険

者
証
の
有
効
期
限
、
ま
た
、
紛
失
し
た
場
合
の
対

応
は

　
記
載
の
有
効
期
限
ま
で
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
し
か
し
、
本
年
12
月
２
日
以
降
に
紛
失
し

て
し
ま
っ
た
場
合
は
、
再
交
付
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
。マ
イ
ナ
保
険
証
と
連
携
し
て
い
る
方
は
、

そ
ち
ら
を
使
用
し
て
い
た
だ
き
、
連
携
し
て
い
な

い
方
に
つ
い
て
は
、
窓
口
に
お
い
て
「
資
格
確
認

書
」
を
発
行
し
ま
す
。

総
務
委
員
会

教
育
厚
生

員
委

会

▼
行
方
市
道
路
線
の
変
更
に
つ
い
て

　
道
路
法
（
昭
和
27
年
法
律
第
１
８
０
号
）
第
10
条

第
３
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
８
条
第
２
項
の

規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
も
の

　
ど
の
よ
う
な
算
定
基
準
に
基
づ
い
て
払
下
げ
を

行
っ
て
い
る
か

　
行
方
市
廃
道
敷
等
の
不
用
残
地
処
分
要
領
に
基

づ
き
行
う
も
の
で
す
。
処
分
価
格
に
つ
い
て
は
、

処
分
後
の
利
用
目
的
が
宅
地
及
び
雑
種
地
に
あ
っ

て
は
隣
接
す
る
土
地
の
固
定
資
産
評
価
額
相
当
、

そ
の
他
の
地
目
は
市
道
買
収
単
価
と
な
っ
て
い
ま

す
。

▼
令
和
５
年
度
行
方
市
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利
益

剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

　
令
和
５
年
度
行
方
市
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利
益

剰
余
金
２
億
３
０
５
４
万
１
０
８
５
円
の
全
額
を
資

本
金
に
組
み
入
れ
る
も
の

▼
令
和
５
年
度
行
方
市
下
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利

益
剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

　
令
和
５
年
度
行
方
市
下
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利

益
剰
余
金
３
３
５
８
万
８
５
７
２
円
を
減
債
積
立
金

に
積
み
立
て
る
も
の

経
済
建
設

員
委

会



付託案件の審査
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～　議会へ請願・陳情される方へ　～

請願・陳情とは、市民が市政についての要望や意見を直接「議会」に提出する方法です。

※　請願書（陳情書）はその要旨、理由を簡単に
分かりやすく書いてください。

※　提出年月日、請願（陳情）者の住所、署名又
は記名押印してください。

※　請願書は、１人以上の紹介議員が必要で、表
紙に自筆による署名又は記名押印が必要です。

※　紹介議員がつかないときは、陳情書としてく
ださい。

※　提出方法については、議会事務局へお問い合
わせください。

○○○に関する
請願（陳情）書

紹介議員
署名又は
記名押印　　　　　印

○○○に関する請願
（陳情）

1. 要旨
2. 理由

令和　年　月　日
請願（陳情）者の住所
署名又は
記名押印　　　　　印
行方市議会議長　　殿

（表紙例） （内容例）

教
職
員
定
数
改
善
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
堅
持
の
た
め
の
政
府
予
算
に
係
る
意
見
書
採

択
を
求
め
る
請
願

請
願
の
要
旨

　
学
校
現
場
で
は
、
子
ど
も
の
貧
困
・
い
じ
め
・

不
登
校
、
教
職
員
の
長
時
間
労
働
や
未
配
置
な

ど
、
解
決
す
べ
き
課
題
が
山
積
し
て
お
り
、
子
ど

も
た
ち
の
ゆ
た
か
な
学
び
を
保
障
す
る
た
め
の
教

材
研
究
や
授
業
準
備
の
時
間
を
十
分
に
確
保
す
る

こ
と
が
困
難
な
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ゆ
た
か

な
学
び
や
学
校
の
働
き
方
改
革
を
実
現
す
る
た
め

に
は
、
加
配
教
員
の
増
員
や
少
数
職
種
の
配
置
増

な
ど
教
職
員
定
数
改
善
が
不
可
欠
で
す
。

　
２
０
２
１
年
３
月
、
義
務
標
準
法
の
改
正
に
よ

り
、
小
学
校
の
学
級
編
制
標
準
が
段
階
的
に
35
人

に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
小
学
校
だ
け
に
留
ま

る
こ
と
な
く
、
今
後
は
中
学
校
で
の
35
人
学
級
の

早
期
実
施
が
不
可
欠
で
す
。
加
え
て
、
き
め
細
か

い
教
育
を
す
る
た
め
に
は
、
さ
ら
な
る
学
級
編
成

標
準
の
引
き
下
げ
、
少
人
数
学
級
の
実
現
が
必
要

で
す
。

　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
政
府
予
算
編
成
に
お
い

て
下
記
の
請
願
事
項
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
、
地
方

自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
も
と
づ
き
国
の
関
係
機

関
へ
の
意
見
書
提
出
を
請
願
い
た
し
ま
す
。

　

１
．
中
学
校
で
の
35
人
学
級
を
早
急
に
実
施
す
る

こ
と
。
ま
た
、
さ
ら
な
る
少
人
数
学
級
に
つ

い
て
検
討
す
る
こ
と
。

２
．
学
校
の
働
き
方
改
革
・
長
時
間
労
働
是
正
を

実
現
す
る
た
め
、
加
配
教
員
の
増
員
や
少
数

職
種
の
配
置
増
な
ど
教
職
員
定
数
改
善
を
推

進
す
る
こ
と
。

３
．
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
は

か
る
た
め
、
地
方
財
政
を
確
保
し
た
上
で
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を
堅
持
す
る
こ

と
。

【
請
願
者
】　

　
茨
城
県
教
職
員
組
合  

　
　
　
　
執
行
委
員
長　
井
坂　
功
一

【
紹
介
議
員
】　　
小
野
瀬　
忠
利

　
平
成
17
年
か
ら
本
年
ま
で
継
続
し
て
同
様
の
請

願
や
陳
情
が
提
出
さ
れ
て
い
る
が
、要
望
の
経
過
は

　
こ
の
請
願
は
、
本
市
だ
け
で
な
く
他
自
治
体
に

も
毎
年
提
出
さ
れ
て
い
る
状
況
で
す
。
大
き
な
変

化
は
今
の
と
こ
ろ
見
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、
国
庫

負
担
制
度
の
堅
持
、
ま
た
、
義
務
教
育
費
の
国
庫

負
担
率
を
２
分
の
１
に
復
元
さ
せ
る
た
め
に
も
、

毎
年
継
続
し
て
い
く
取
組
で
あ
る
こ
と
を
理
解
い

た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

審
査
の
結
果

　
●　
採
択

請　
願

教
育
厚
生

員
委

会
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▼
専
決
処
分
の
報
告
に
つ
い
て

　
損
害
賠
償
の
額
を
定
め
、
和
解
す
る
こ
と
に
つ
い

て
（
３
件
）

▼
令
和
５
年
度
行
方
市
一
般
会
計
継
続
費
精
算
報
告

書
に
つ
い
て

▼
令
和
５
年
度
行
方
市
健
全
化
判
断
比
率
の
報
告
に

つ
い
て

▼
令
和
５
年
度
行
方
市
資
金
不
足
比
率
の
報
告
に
つ

い
て

▼
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

　
浅
野　
昌
子　
（
南
）

　
浅
野
氏
を
候
補
者
と
し
て
推
薦
す
る
こ
と
に
つ
い

て
、
適
任
で
あ
る
と
答
申
し
ま
し
た
。

　
任
期
は
令
和
７
年
１
月
１
日
か
ら
令
和
９
年
12
月

31
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

▼
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

　
片
岡　
満
（
長
野
江
）

　
片
岡
氏
を
候
補
者
と
し
て
推
薦
す
る
こ
と
に
つ
い

て
、
適
任
で
あ
る
と
答
申
し
ま
し
た
。

任
期
は
令
和
７
年
１
月
１
日
か
ら
令
和
９
年
12
月
31

日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

▼
教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
に
つ
い
て

　
小
野
口　
和
章
（
玉
造
甲
）

　
新
た
に
小
野
口
氏
を
任
命
す
る
こ
と
に
同
意
し
ま

し
た
。

　
任
期
は
令
和
６
年
12
月
１
日
か
ら
令
和
10
年
11
月

30
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

なめがたネット放送局を検索し、市議会録画中継へ
これまでの録画中継はこちらから▶

本会議の様子を「なめがたエリアテレビ」にて、
生中継しています。

　インターネット（パソコン、スマホ）
では、録画中継をしています。
　現在、平成 29 年第２回定例会から
令和６年第２回定例会までがご覧にな
れます。準備が整い次第、令和６年第
３回定例会も公開いたします。

各委員会への 付託が省略された議案
議決結果は 10ページをご参照ください。
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▼
教
職
員
定
数
改
善
及
び
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
堅

持
に
係
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て

　
採
択
さ
れ
た
請
願
第
２
号
の
趣
旨
に
基
づ
き
、
教
育
の

機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
、
地
方
財
源

を
確
保
し
た
上
で
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を
堅
持
す

る
こ
と
等
を
、
国
の
関
係
機
関
に
求
め
る
も
の

教
職
員
定
数
改
善
及
び
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
堅

持
に
係
る
意
見
書

　
学
校
現
場
で
は
、
子
ど
も
の
貧
困
・
い
じ
め
・
不
登

校
、
教
職
員
の
長
時
間
労
働
や
未
配
置
な
ど
、
解
決
す

べ
き
課
題
が
山
積
し
て
お
り
、
子
ど
も
た
ち
の
ゆ
た
か

な
学
び
を
保
障
す
る
た
め
の
教
材
研
究
や
授
業
準
備
の

時
間
を
十
分
に
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
状
況
と
な
っ

て
い
ま
す
。
豊
か
な
学
び
や
学
校
の
働
き
方
改
革
を
実

現
す
る
た
め
に
は
、
加
配
教
員
の
増
員
や
少
数
職
種
の

配
置
増
な
ど
教
職
員
定
数
改
善
が
不
可
欠
で
す
。

　
２
０
２
１
年
３
月
の
義
務
標
準
法
改
正
に
よ
り
、
小

学
校
の
学
級
編
制
標
準
が
段
階
的
に
35
人
に
引
き
下
げ

ら
れ
て
は
い
る
も
の
の
、小
学
校
に
留
ま
る
こ
と
な
く
、

今
後
は
中
学
校
で
の
35
人
学
級
の
早
期
実
施
も
必
要
で

す
。
加
え
て
、
き
め
細
か
い
教
育
を
す
す
め
る
た
め
に

は
さ
ら
な
る
学
級
編
制
標
準
の
引
き
下
げ
、
少
人
数
学

級
の
実
現
が
必
要
で
す
。

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
に
つ
い
て
は
、

２
０
０
６
年
度
に
国
庫
負
担
率
が
２
分
の
１
か
ら
３
分

の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
、
独
自
財
源
に
よ
り
人
的
措
置
等
を
行
っ
て
い
る

意
見
書
を
提
出
し
ま
し
た
。

　
令
和
６
年
第
３
回
（
９
月
）
定
例
会
に
お

い
て
審
議
さ
れ
、
可
決
さ
れ
た
意
見
書
は
、

国
の
関
係
機
関
へ
送
付
さ
れ
ま
し
た
。

※
意
見
書
の
全
文
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧

に
な
れ
ま
す
。

（https://w
w
w
.city.nam

egata.ibaraki.jp/
page/page013725.htm

l

）

議
員
発
議

自
治
体
も
あ
り
ま
す
が
、
自
治
体
間
に
教
育
格
差
が

生
じ
る
こ
と
は
大
き
な
問
題
で
す
。
子
ど
も
た
ち
が
全

国
の
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
、
一
定
水
準
の
教
育
を
受

け
ら
れ
る
こ
と
が
憲
法
上
の
要
請
で
あ
り
、
国
の
施
策

と
し
て
定
数
改
善
に
む
け
た
財
源
保
障
を
し
、
豊
か
な

子
ど
も
の
学
び
を
保
障
す
る
た
め
に
も
、
国
庫
負
担
制

度
の
堅
持
、
さ
ら
に
は
２
分
の
１
へ
の
復
元
が
必
要
で

す
。

　
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
ま

し
て
は
、地
方
教
育
行
政
の
実
情
を
十
分
に
認
識
さ
れ
、

地
方
自
治
体
が
計
画
的
に
教
育
行
政
を
す
す
め
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
、
下
記
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
る
よ
う

強
く
要
請
し
ま
す
。

記

１
．
中
学
校
で
の
35
人
学
級
を
早
急
に
実
施
す
る
こ
と
。

ま
た
、
さ
ら
な
る
少
人
数
学
級
に
つ
い
て
検
討
す

る
こ
と

２
．
学
校
の
働
き
方
改
革
・
長
時
間
労
働
是
正
を
実
現

す
る
た
め
、
加
配
教
員
の
増
員
や
少
数
職
種
の
配

置
増
な
ど
、
教
職
員
定
数
改
善
を
推
進
す
る
こ
と

３
．
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
図
る
た

め
、
地
方
財
源
を
確
保
し
た
上
で
義
務
教
育
費
国

庫
負
担
制
度
を
堅
持
す
る
こ
と

　
以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書

を
提
出
い
た
し
ま
す
。

　
令
和
６
年
９
月
27
日

茨
城
県
行
方
市
議
会

（
提
出
先
）
衆
議
院
議
長
、
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理

大
臣
、
財
務
大
臣
、
総
務
大
臣
、
文
部
科
学
大
臣

提案理由の説明を行う教育厚生委員会　髙橋　正信委員長
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本会議において 賛否が分かれた議案

令
和
５
年
度
行
方
市
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認

定
に
つ
い
て

認定
第１号

議案賛否結果一覧表
（賛成＝○、反対＝×、棄権＝△、欠席＝－、議長＝■）

※賛成者を起立させ、表決を行いました。
※議長は通常、表決に加わりません。
※棄権は表決する権利を行使しなかった場合です（棄権は退席・不在を含みます）。

賛否が分かれた
議案と賛否結果

１　
宮
嵜　
和
洋

２　
山
口　
律
理

３　
伊
勢
山
仙
寿

４　
髙
野　
市
郎

５　
阿
部
孝
太
郎

６　
小
野
瀬
忠
利

７　
栗
原　
　
繁

８　
土
子　
浩
正

９　
貝
塚　
俊
幸

10　
鈴
木　
　
裕

11　
髙
橋　
正
信

12　
小
林　
　
久

13　
髙
木　
　
正

14　
大
原　
功
坪

15　
鈴
木　
義
浩

16　
岡
田　
晴
雄

17　
髙
栁
孫
市
郎

18　
宮
内　
　
守

賛 

否 

結 

果

認 定 第 １ 号 〇 × 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 × ■ 可決

可決

※
賛
成
討
論
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

反
対
討
論

　
同
決
算
中
、
霞
ケ
浦
ふ
れ
あ
い
ラ
ン
ド
再
生
整
備

事
業
、
再
整
備
施
設
購
入
費
５
５
５
８
万
３
千
円
に

つ
い
て
、
承
諾
願
の
説
明
と
契
約
書
の
不
整
合
が
あ

る
と
思
わ
れ
る
た
め
反
対
す
る
。
全
て
の
契
約
書

が
、
工
事
名
、
工
期
、
契
約
日
の
記
載
だ
け
で
あ
り
、

工
事
内
容
の
特
定
が
で
き
ず
、
工
事
契
約
書
の
要
件

を
備
え
て
い
な
い
。
ま
た
、
設
計
変
更
に
よ
る
工
事

費
増
減
内
訳
で
の
１
億
３
３
１
０
万
円
の
減
額
を

市
長
が
承
諾
し
て
い
る
の
は
、
霞
ケ
浦
ふ
れ
あ
い
ラ

ン
ド
株
式
会
社
へ
の
そ
の
金
額
相
当
の
財
産
の
無

償
譲
渡
に
当
た
る
の
は
明
白
で
あ
る
。
こ
れ
は
「
適

正
な
対
価
な
く
し
て
こ
れ
を
譲
渡
」
し
た
こ
と
に
あ

た
る
と
思
わ
れ
る
。

反
対
討
論

　
４
つ
の
事
業
に
対
し
、
そ
の
進
め
方
に
つ
い
て
大

い
な
る
疑
問
と
異
議
が
あ
る
た
め
反
対
す
る
。

　
１
つ
目
、
防
災
対
応
型
エ
リ
ア
放
送
に
関
す
る
事

業
に
つ
い
て
。
こ
れ
ま
で
に
約
15
億
円
の
支
出
が
あ

る
が
未
だ
事
業
が
完
了
し
て
い
な
い
。
今
後
も
膨
大

な
費
用
が
掛
か
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、
膨
大
な

リ
ス
ク
と
将
来
の
負
担
を
考
え
る
と
行
政
に
そ
ぐ
わ

な
い
事
業
で
は
な
い
か
。早
め
に
中
断
中
止
を
望
む
。

　
２
つ
目
、
庁
舎
建
設
事
業
に
つ
い
て
。
長
期
計
画

を
含
め
度
々
の
内
容
変
更
（
新
築
、
リ
フ
ォ
ー
ム
、

増
設
等
）
が
あ
る
中
で
、
議
会
に
対
し
、
経
過
の

説
明
が
一
切
な
く
、
今
回
も
突
然
の
７
１
０
０
平
方

メ
ー
ト
ル
の
拡
大
と
事
業
費
約
70
億
円
が
報
道
さ
れ

た
。
議
会
の
あ
り
方
を
考
え
た
と
き
、
議
会
と
執
行

部
の
二
元
性
の
中
で
の
事
業
の
進
め
方
で
は
な
い
と

思
う
。

　
３
つ
目
、
霞
ケ
浦
ふ
れ
あ
い
ラ
ン
ド
再
生
整
備
事

業
に
つ
い
て
。
主
体
と
な
る
キ
リ
ン
が
不
在
と
な
る
中

で
の
オ
ー
プ
ン
で
あ
り
、
未
だ
工
事
中
で
も
あ
る
。
行

政
と
し
て
、
対
外
的
に
も
あ
り
得
な
い
事
業
の
進
め

方
で
あ
る
。
ま
た
、
17
年
間
で
20
億
円
の
税
金
が
投

入
さ
れ
る
事
業
と
い
う
実
態
を
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

　
４
つ
目
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
関
し
て
。
同
じ
く
事

業
の
進
め
方
に
つ
い
て
異
議
が
あ
る
。
財
政
支
出
、

人
件
費
を
明
確
に
す
る
べ
き
で
あ
る
。

　
決
算
の
認
定
を
す
る
に
当
た
り
、
最
低
限
の
資
料

と
知
識
、
情
報
の
共
有
が
あ
っ
て
こ
そ
の
、
賛
成
・

反
対
で
あ
る
と
考
え
る
。

反
対
討
論

　

霞
ケ
浦
ふ
れ
あ
い
ラ
ン
ド
再
生
整
備
事
業
に
つ

い
て
、
反
対
の
立
場
で
意
見
を
申
し
上
げ
る
。
令

和
２
年
１
月
28
日
付
の
計
画
再
整
備
費
用
概
算

（
９
億
５
千
万
円
）
が
出
さ
れ
た
が
、
設
備
の
更
新

は
せ
ず
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
補
修
で
済
ま
せ
て
い

る
。
当
初
の
こ
の
金
額
は
過
剰
に
見
積
っ
た
も
の
で

は
な
い
か
。
こ
の
使
途
明
細
の
説
明
も
未
だ
に
な

い
。
ま
た
、
施
設
に
お
い
て
、
雨
漏
り
箇
所
や
設
備

の
不
具
合
も
散
見
さ
れ
る
中
で
の
開
園
で
あ
っ
た
。

霞
ケ
浦
ふ
れ
あ
い
ラ
ン
ド
と
執
行
部
に
は
、
癒
着
と

思
わ
れ
る
関
係
と
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と

考
え
る
。
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《市長提出議案》

令和６年第３回行方市議会定例会　提出議案議決結果
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

報告第 19 号 専決処分の報告について
（損害賠償の額を定め、和解を求めることについて） ― ―

報告第 20 号 専決処分の報告について
（損害賠償の額を定め、和解を求めることについて） ― ―

報告第 21 号 専決処分の報告について
（損害賠償の額を定め、和解を求めることについて） ― ―

報告第 23 号 令和５年度行方市一般会計継続費精算報告書について ― ―

報告第 24 号 令和５年度行方市健全化判断比率の報告について ― ―

報告第 25 号 令和５年度行方市資金不足比率の報告について ― ―

諮問第 ２ 号 人権擁護委員候補者の推薦について 浅野氏を適任
であると答申 ―

諮問第 ３ 号 人権擁護委員候補者の推薦について 片岡氏を適任
であると答申 ―

議案第 54 号 教育委員会委員の任命について 原案同意
（全会一致） ―

議案第 55 号 茨城租税債権管理機構規約の変更について 原案可決
（全会一致） 総務委員会

議案第 56 号 行方市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

原案可決
（全会一致） 教育厚生委員会

議案第 57 号 行方市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 原案可決
（全会一致） 教育厚生委員会

議案第 58 号 行方市道路線の変更について 原案可決
（全会一致） 経済建設委員会

議案第 59 号 令和５年度行方市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ
いて

原案可決
（全会一致） 経済建設委員会

議案第 60 号 令和５年度行方市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分に
ついて

原案可決
（全会一致） 経済建設委員会

《議員提出議案》
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

発議第 ４ 号 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見
書の提出について

原案可決
（全会一致） ―

《請願・陳情》
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

請願第 ２ 号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための政府
予算に係る意見書採択を求める請願 採択 教育厚生委員会
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議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

認定第１号 令和５年度行方市一般会計歳入歳出決算認定について 原案認定
（賛成多数）

予算決算
常任委員会

認定第２号 令和５年度行方市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定に
ついて

原案認定
（全会一致）

予算決算
常任委員会

認定第３号 令和５年度行方市介護保険特別会計歳入歳出決算認定につい
て

原案認定
（全会一致）

予算決算
常任委員会

認定第４号 令和５年度行方市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定
について

原案認定
（全会一致）

予算決算
常任委員会

認定第５号 令和５年度行方市水道事業会計決算認定について 原案認定
（全会一致）

予算決算
常任委員会

認定第６号 令和５年度行方市下水道事業会計決算認定について 原案認定
（全会一致）

予算決算
常任委員会

第３回（９月）定例会で補正された予算（令和６年度）
議案番号 補正額（総額） 主な内容 議決結果

報告第 22 号
一般会計（第２号）

4,959 万３千円　増額
（196 億 9,556 万４千円）

・新たな低所得世帯支援及び定額減税補足給付事業
� /　4,651 万１千円
・有機肥料供給センター修繕料　/　308 万２千円

原案承認
（全会一致）

議案第 61 号
一般会計（第３号）

１億 1,613 万２千円　増額
（198 億 1,169 万６千円）

・地域公共交通人材育成業務委託料　/　990 万円
・高度処理型合併浄化槽設置補助金　/　3,599 万２千円
・コウノトリ個体保護事業　/　247 万５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

原案可決
（全会一致）

議案第 62 号
国民健康保険特別会計

（第１号）
94 万２千円　増額

（47 億 6,794 万２千円） ・国民健康保険システム改修委託料、消耗品費
� /　94 万２千円

原案可決
（全会一致）

議案第 63 号
介護保険特別会計

（第１号）
528 万１千円　増額

（39 億 4,828 万１千円） ・国庫支出金等償還金　/　521 万４千円　ほか 原案可決
（全会一致）

※補正予算は予算決算常任委員会に付託されました。

※　　　色が付いたものは賛否の分かれた議案です。

決算認定（令和５年度）
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○ブラウザでもアプリでも、スマホやタブレットで読めます。
○ 10 言語で読めます。
○音声読み上げもできます。
○文字サイズを調整できます。
　※ブラウザは音声読み上げに対応しておりません。

音声読み上げには無料アプリ（カタポケ）の
インストールが必要です。

※　デジタルブックの配信は発行日の 10 日後となります。


